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は じ め に
本稿の主たる目的は, 拙稿 (2012) が提起した, コース (Coase, 1937)
の問題提起に始まり(1), 後にウィリアムソン (Williamson, 1975) によって
精緻化されていった新制度派経済学(2), より狭義には取引費用節約原理を基
盤とする考え方と日本型経済諸制度との関係性をめぐる仮説について, 以下
の二つの方向性において検討を加えることにある｡
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論文要旨

本稿は, コース (Coase, 1937), ウィリアムソン (Williamson, 1975) と続く取
引費用節約原理の考え方を振り返りつつ, 再び, その知見を日本型経済諸制度に当
てはめることで, 日本型諸制度が優位性を失いつつあることの説明を試みたもので
あるが, ここではマクミラン (McMillan, 2002) が古今東西の数ある市場を例に
挙げつつ描写した, 市場が円滑に機能するための諸条件と, フラグメンテーション
論, あるいはアグロメレーション論という異なる視点から, 拙稿 (2012) が先に提
起した仮説の妥当性に検討を加えている｡ 本稿においても, コース, ウィリアムソ
ンの取引費用節約原理の考え方とその応用は, 日本型諸制度が現在ではなぜ機能し
なくなっているのかを明らかにするうえで, 重要な示唆を与えてくれる｡ ただし,
以上の仮説を如何にして実証するかという大きな問題が依然として残っている｡ こ
の点が今後の課題である｡
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第一は, マクミラン (McMillan, 2002)(3) が古今東西の数ある市場を例に
挙げつつ描写した, 市場が円滑に機能するための諸条件から, 日本型諸制度
を捉え直すことである｡ 日本型諸制度では, 売り手と買い手との間の長期継
続的取引関係を通じて生産, 蓄積, 共有される情報を資産として機能させて
いくのだが, それがゆえに, 資産化された情報が取引関係者内に閉じ込めら
れ, 第三者に伝播しにくい｡ 情報が安価かつ広範に流れることは, 市場を円
滑に機能させるための重要な要件の一つであり, 外部経済性を発揮させるが,
日本型諸制度ではその効果が限定的となり, 市場の育成もまた限定的になら
ざるを得ないのである｡
第二は, ウィリアムソンの取引費用節約原理を基盤とする考え方と近年国
際貿易論を中心に盛んに取り上げられているフラグメンテーション (fragmen-
tation) 理論 (Jones and Kierzkowski, 1990, 2001ab, 木村, 2004), アグロ
メレーション (agglomeration) 理論 (木村, 2004) などを結び付けることで,
日本型経済諸制度が優位性を失いつつある現状にアプローチしたい｡ そこで
は, 情報通信革命に典型的に見られるような絶えざる技術革新が市場での取
引費用, あるいは取引費用とほぼ同義語であるが, 財やサービスの物理的移
動コストをより明示的に含むサービス・リンク・コスト (service link
cost) を押し下げていることなどが, フラグメンテーションやアグロメレー
ションを含め国際分業を促進し, そのことがまた市場取引の優位性を高めて
いることを指摘したい｡
取引費用に関する分析の難しさは, それを如何に定義し, 測定し, 実証す
るかに集約される｡ マクミランは ｢小売, 卸売, 広告, 保険, 金融産業は,
ものを製造するためにではなく, 取引を促進させるために存在している｡ こ
れらの経済活動は現代経済の大きな部分をなしており, アメリカの GNPの
4分の 1を占めている｡ これらのどのセクターにおけるイノベーションも,
取引費用を引き下げる方法の発見を意味している｣(4) (McMillan, 2002：22.
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邦訳 2007：3031) と述べているが, ここに取引費用を扱う難しさが示唆さ
れている｡ 本稿での指摘はあくまで一つの仮説に過ぎないが, この仮説の検
証は別の機会に試みたい｡
以下, 1では, コース, ウィリアムソンにより確立された取引費用節約原
理について振り返り, 2では, 日本型経済諸制度の問題点をマクミランの市
場観に基づいて示し, 3では, フラグメンテーション理論, アグロメレーショ
ン理論を例に, 市場取引の優位性が高まる理由について考えていきたい｡
1. 取引費用節約原理にみる日本型経済諸制度
 コースの問題提起
まず, 拙稿 (2012) が提起した取引費用節約原理を基盤とする考え方と日
本型経済諸制度との関係性をめぐる仮説について, 振り返ってみる｡
企業はなぜ存在するのか, そして企業はどこまで規模を拡大するのかという,
企業の規模, 換言すると, 企業と市場との境界の所在について取り上げ, 自ら
解答を示したのは, コースであった｡ 上記第一の問い掛けに対するコース自らの
解答は, 現実経済は新古典派の想定とは異なり, ｢価格メカニズムを利用するた
めの費用が存在する｣ (Coase, 1937：390)(5) からとなる｡ その費用こそ, ウィリ
アムソンが後に ｢物理学における摩擦を経済に置き換えたもの｣ (Williamson,
1985：19) と表現し, 取引費用と名付けた費用である｡ 具体的には ｢交換を交
渉し, 測定し, 執行する費用｣ (Yeager, 1999：2627)(6) となる｡
あるいは, 取引の生じる時間的経過に従い細分化すると, 次のような定義
も可能になる (鈴木, 2006：37)｡
① 取引前費用
・
a) ふさわしい取引相手の探索
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b) 値段交渉, 契約交渉
c) ドラフティング, 契約作成等
② 取引後費用
・
a) (契約内容が守られているか) モニタリング, 監視
b) (相手側による契約不履行の際) 契約条項の発動
c) (契約違反の場合) クレーム, 訴訟等
本稿では, 取引費用を探索費用, 交渉費用, 測定費用, 執行費用とする｡
いずれにしても, 取引費用は存在しないとする完全競争の前提が, ここで崩
れることになる｡
市場での取引のみならず, 企業内での取引にも費用が掛かる｡ そして, 市
場と企業組織を代替的な資源配分メカニズムと見なすならば, 企業の存在理
由は容易に理解できる｡ 何らかの財が生産されるとして, 必要な資源が企業
を組織して生産・調達するより市場から安価に入手できるのであれば, 市場
からの外部調達が選択される｡ 反対に, 企業という組織を設立して内部で生
産・調達するほうが安価に入手できるのであれば, 企業内での生産・調達が
市場に取って代わる｡ つまり, 市場での取引には費用が掛かるため, 企業を
設立することが時として有利になるのである｡ ここに, 企業の存在する理由
を見出すことができる｡
以上を受け入れるならば, コースが自ら発した第二の質問にも容易に答え
ることができる｡ 第二の質問は, 企業はどこまで規模を拡大するのかという,
企業の規模, 換言すると, 企業と市場との境界に関わる問題である｡ この点
については菊澤 (2006：18) による概念図 (図表 1)(7) と磯谷 (2007) の説明
が適確である｡
｢企業の境界がどこで画されるのかといえば, それは, 企業が徐々に取引
を組織化して節約できる市場取引費用の減少分と組織化によって発生する組
政経論叢 第 81巻第 3・4号
318 ( 556 )
織内取引費用の増加分が等しくなる点においてである｡ 言い換えれば, 市場
取引費用と組織内取引費用の合計である総取引費用が最小になる点まで, 企
業は取引を内部組織化し, 規模を拡大する｣ (磯谷, 2007：161)(8) のである｡
ここで組織内取引費用が規模の拡大に伴って逓増的に増加するのは, 組織の
肥大化に伴う非効率の発生が一因である｡ 後にライベンシュタイン
(Leibenstein, 1976, 1977) が指摘する X非効率性である(9)｡
以上が, コースの提起した問題と彼自身が示した解答である｡
 ウィリアムソンの取引費用節約原理
市場を利用する際に取引費用が生じるのはなぜか｡ 次に, ウィリアムソン
がこの作業を受け継ぐことになる｡ 彼は, 人間の基本的な特性である機会主
義と限定合理性とを, 市場での取引費用を発生させる根本的要因とし, 市場
か企業かという二元論的アプローチに代わる多元論的アプローチを展開し,
市場と企業の中間に位置する多様な取引形態, 例えば系列などが生まれる可
能性にも道を拓くことになる｡
機会主義とは, ｢経済主体は自己の利益を考慮することによって動かされ
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図表 1 最適企業規模
出所：菊澤, 2006：18を一部修正｡
るという伝統的な仮定を, 戦略的行動 (strategic behavior) の余地をも含
・・・
めるように拡張したもの｣ (Williamson, 1975：26)(10) である｡ つまり, 標準
的経済理論が想定する効用最大化の仮定を拡張し, そこに ｢自己の利益を悪
がしこいやり方で追求する｣ (Williamson, 1975：26) 戦略的行動を加えた｡
市場での取引が取引相手による機会主義に晒される危険性があるとしても,
潜在的取引相手が多数の場合には取引相手の変更は容易であり, そのことが
機会主義的行動を抑止できよう｡ ただし, 取引が少数間に限定されると, 双
方がだまされないようにと駆け引きを始めることになる｡ 例えば取引相手を
調査しあったり, 詳細に及ぶ契約書を交わすことでお互いを法的に拘束した
り, 契約後もその履行をお互いが監視しあったりすれば, 結果として, 当然
費用が発生する｡ これが取引費用である｡ そして, こうした取引費用が高く
なる場合に, 市場に代わって企業内部で取引を代替することが機会主義の危
険に晒される度合いを減らし, 取引費用の節約に繋がることにもなる｡ また,
取引の不確実性や複雑性が高まるほど, 契約は想定されるあらゆる事態に備
える必要が生じ, そのことが取引費用を更に高め, 市場の失敗を招きかねな
い｡ このとき企業内部での取引に移行すれば, ｢適応的で逐次的な仕方で不確
実性・複雑性に対処することを可能ならしめる｣ (Williamson, 1975：25)(11)
のである｡
次の限定合理性は新古典派経済学で仮定されてきた完全合理性に対置する
概念である｡ ウィリアムソンは新古典派経済学が想定してきた完全合理性を
否定し, サイモン (Simon, 1957, 1961) を引用して, ｢複雑な問題を定式化
・・・・・・・・・
し解くための人間の頭脳の能力は, 現実世界において客観的に合理的な行動
・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・
をとるために解くことを要求される問題のサイズにくらべて非常に小さい｣
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
(Simon, 1957：198)(12) がゆえに, 人間行動は ｢合理的であろうと意図され
・・・・
てはいるが, かぎられた程度でしか合理的ではありえない｣ (Simon, 1961：
・ ・・・・・・・
xxiv)(13) ことを認める｡ つまり, 人々は限定合理性の制約下で, 可能な限り
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合理的に行動しようと努めていることになる｡
標準的経済理論が想定していた効用最大化と完全合理性に代わって, 人間
行動の基本的特性を機会主義と限定合理性として捉えると, 市場での取引は
幾多の困難に遭遇する｡ 取引相手にだまされないように駆け引きが生じるが,
その駆け引きは, 取引相手や将来などに対する不完全な情報に基づく限定合
理性の下で, 進めていかざるを得ない｡ ここに取引上の無駄が発生し, 市場
での取引費用が高まってしまうのである｡
機会主義と限定合理性のほか, 取引費用を発生させる要因としてウィリア
ムソンが挙げるのは, 環境的諸要因としての不確実性・複雑性, 取引の少数
性, 情報の偏在性である｡ 図表 2は市場での取引費用が生じる要因をまとめ
たものだが, そこでは, 人間の諸特性としての限定合理性と環境的諸要因と
しての取引の不確実性・複雑性とが結びつくと, お互いが相互に補強しあい,
取引費用を高め得ること, また, 人間の諸特性としての機会主義と環境的諸
要因としての取引の少数性とが結びつくと, こちらもお互いが相互に補強し
あい, 取引費用を高め得ることを示している｡ また, 情報の偏在性に関して
は, 取引の不確実性・複雑性により生じ, 機会主義により増幅されること,
そして情報の偏在性自体が取引の少数性を促進することで機会主義的行為の
発生する余地を広げ, 取引費用を高めていくと指摘する (Williamson, 1975：
40)(14)｡
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図表 2 取引費用の生じる要因
出所：Williamson, 1975：40を一部修正
 資産の特殊性と取引費用
以上のように市場での取引費用が高まっていくと, 企業は取引費用を節約
するために, 市場での取引を継続するのか, あるいは取引の対象となる財や
サービスを自ら内製化するのかについての選択を迫られることになる｡ ただ
し, 機会主義も限定合理性もその程度を計測することはどちらも困難である｡
そこで, ウィリアムソンが取引費用を増減させる具体的指標として代替的に
採りあげるのが ただし, こちらも数量化は難しいが , 取引される資
産の特殊性, 取引の不確実性とその頻度の 3要因になる｡
資産の特殊性とは, 取引される財やサービスの標準化の度合いに直結する｡
取引される財やサービスを生産するために標準化されていない特異な設備を
必要としたり, 特異な作業工程を必要としたり, 取引当事者間での反復的な
接触を通じてお互いが取引を相互に調整することなどを必要としたりすれば,
資産の特殊性は高まり, 市場で取引する場合の取引費用も高まっていかざる
を得ない｡ 現在よりも製品差別化が著しかった自動車生産が典型例で, 取引
の対象となる資産の特殊性の度合いが高くなると, 当事者間に駆け引きや交
渉, 更には相互監視を必要とするようになり, 市場での取引費用が上昇して
しまうのである｡
第二の取引の不確実性は取引相手の情報に関わる｡ 取引相手の素性が分か
らなければ, 取引の不確実性が高まり, 取引当事者は限られた情報の下で取
引相手にだまされないように慎重にならざるを得ない｡ 相互に駆け引きをす
る場合もあろう｡ つまり, ここでも取引の不確実性が高まるほど, 市場での
取引費用が上昇することになる｡ 法律が整備されていなかったり, 整備され
ていても事実上執行が不十分であったりする途上国経済においては, 取引が
親族, 親戚, 友人の間でしか広がりをみせない場合も散見されるが, こうし
た事例は取引の不確実性の高さが市場での取引費用を高め, 市場取引の広が
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りを抑制する典型例と言えるのではないか｡
第三は取引の頻度である｡ 取引が 1回限りであれば, 取引相手の情報を相
互に蓄積することは難しく, 限定合理性の下, 取引が当事者双方ないしはど
ちらか一方の機会主義に苛まれる可能性も高くなる｡ つまり市場での取引費
用は高くなる｡ 反対に, 取引が繰り返されるにつれ取引相手の情報を相互に
蓄積することができれば, 機会主義的行為は抑制され, 取引費用も低くなる｡
以上の資産の特殊性, 取引の不確実性, そして取引の頻度のうち, ウィリ
アムソンが特に重視したのが資産の特殊性であり, 図表 3は資産の特殊性の
度合いと取引費用との関係を示している｡ ウィリアムソンは市場 (), 組
織 (企業内) (), そして市場と組織との中間組織的な取引形態であるハイ
ブリッド型 () のそれぞれの取引費用を資産特殊性 () の関数とし, そ
れぞれの場合の取引費用の変化を表している｡ 詳しくは拙稿 (2012：281
282) を参照されたい(15)｡
市場での取引費用 ： 
組織での取引費用 ： 
中間 (ハイブリッド) での取引費用： 
図表 3が意味するのは, 資産特殊性が高い取引であればあるほど, 市場で
の取引は面倒な交渉や不必要な駆け引きを招く可能性が高まり, 取引費用が
高くなるということである｡ この場合, 取引費用を節約するには, 市場取引
を企業内部で内製化するのがより効率的となる｡ 反対に, 資産特殊性の低い
場合には駆け引きも抑制される一方, たとえ駆け引きが生じても取引相手の
変更が容易であるので, 市場取引がより効率的となる｡ ウィリアムソンがコー
スの指摘した市場と企業, あるいは市場と組織という二元論的アプローチか
ら離れて多元論的アプローチへの道を拓いたのは, 市場と組織との中間的取
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引形態としてハイブリッド型取引の存在を示したことによる｡ ハイブリッド
型取引とは, 取引相手との関係がある程度固定的で継続的な場合であるが,
ある程度自由に取引相手の変更もできる取引形態である｡ 日本型経済諸制度
の一つと見なされる系列取引はこの一例であり, 資産の特殊性が中程度の場
合に, 市場でもない企業内組織でもない, ハイブリッド型取引がより効率的
な取引形態となる｡ 系列取引は資産特殊性が中程度の場合に, 市場の失敗と
同時に組織の失敗を回避する取引形態として捉えられているのである｡
ウィリアムソンは, コースが必ずしも明確にしなかった市場での取引に費
用が生じる理由を人間行動の諸特性としての機会主義と限定合理性に求め,
こうした諸特性が環境的諸要因である取引の不確実性や複雑性, 取引の少数
性, そして派生的要因としての情報の偏在性によって増幅することで, 市場
取引に不必要な交渉や駆け引きが生まれ, 市場での取引費用が高まっていく
可能性を明らかにした｡ 加えて, 市場での取引費用を増減する具体的指標と
してとりわけ取引される資産の特殊性を重視し, 取引費用のみならず生産費
用の面でも, 取引される資産の特殊性が低い場合は, 市場取引つまり市場か
らの調達が費用の節約に繋がり, 資産の特殊性が高くなるにつれ, 市場から
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図表 3 資産特殊性と取引費用
出所：Williamson, 1996：108 を一部修正｡
の調達ではなく, 自ら企業内部で内製化することが費用節約に繋がる可能性
を明らかにしたのである｡ 特殊性の低い資産を企業が自ら内製することは組
織の失敗に繋がり, 市場での取引に依存する一方で, 特殊性の高い資産を企
業が市場から調達することは反対に市場の失敗に繋がるため, 自ら生産する
ことが有利になることを示している｡ 同時に, 市場と企業ないしは組織とい
う二元論的アプローチから離れ, 系列取引のような市場と企業との中間に位
置する取引形態を含む多元論的アプローチを可能とする新たな道を拓いたの
である｡
 取引費用節約原理と多様な経済諸制度
コース, ウィリアムソンと続く取引費用節約原理の考え方は, 市場での取
引費用の高さが市場の失敗を生み, そのことが取引を市場から組織内に移す
ことで企業を誕生させるとともに, その規模拡大にも結びつくことを説明す
る｡ 同時に, 市場に代わる企業ないし組織の規模拡大が管理費や間接費の増
加, 非効率性の招来などによる組織内取引費用 (ガバナンス費用) の上昇に
繋がる可能性もあり, そのことが今度は組織の失敗を招くため, 企業内部で
の取引拡大を抑制するとともに, 取引を組織内から市場に戻す, とも解釈で
きる｡ 機会主義や限定合理性といった人間行動の諸特性や, 少数性, 不確実
性・複雑性, 情報の偏在性といった取引の環境的諸特性に対処しながら, 市
場の失敗のみならず, 組織の失敗をも回避するように, 取引は行なわれるこ
とになる｡ そして, そこにおいては, 当然限定合理性下ではあるが, 取引費
用ひいては総費用を下げるための様々な工夫が模索されることになる｡ この
ような様々な工夫が経済諸制度の萌芽に繋がり, それぞれの制度の下で, 取
引費用が節約され, 取引が効率化されるのである｡ 市場も一つの制度であり,
企業ないし組織も同じく制度を構成するが, 取引費用を節約する制度は市場
と企業にとどまらず, 図表 7のような多様な形態が存在する(16)｡
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拙稿 (2012) の要約が長くなってしまったが, 以上が, ウィリアムソンの
取引節約原理の基本的な考え方である｡
2. 日本型経済諸制度とマクミランの市場観
 日本型諸制度の競争力
以上の取引費用節約原理から日本型経済諸制度を改めて解釈するならば,
日本型諸制度の存在意義がより明確になる｡ 尚, 系列, 終身雇用, メインバ
ンク制といった日本型制度の詳細については拙稿 (1993, 94ab, 2002, 2003)
を参照されたい｡
既に明らかなように, 市場での取引には, 新古典派経済学の想定とは異な
り, 費用が存在する｡ 取引費用が高いとき, 仮にその取引によって売り手と
買い手双方が利益を得る見込みがあったとしても, 取引は必ずしも実行に移
されない｡ つまり新古典派経済学の期待する効率性が達成されないことにな
る｡ そこで工夫されていくのが, 経済諸制度であり, 経済諸制度が取引費用
を引き下げるのである｡
経済諸制度とは ｢社会におけるゲームのルール｣ (Yeager, 1999：9. 邦訳
政経論叢 第 81巻第 3・4号
326 ( 564 )
図表 4 効率的ガバナンス
出所：Williamson, 1985：79.
2001：11) であり, ｢経済活動を行ううえで使われているさまざまな仕組み
の総称であり, これまで伝統的な経済学が採り上げてきた市場メカニズムだ
けでなく, ひろく法的な制度や慣習, 組織, 規則, 約束事など, われわれが
日々経済活動を行なう上で前提となり, 経済活動を規制するものすべてを含
んでいる｣ (奥野 (藤原), 滝沢, 1996：67)｡ 大雑把に言えば, 何をどれだ
け, どのように生産し, かつ所得をどのように分配するかといった選択が,
そこで規定され, その集合こそが, 一国経済全体としての資源配分, 生産関
数, 所得分配のあり方を決めている｡
取引費用と経済諸制度との関係については, 拙稿 (2002, 2003, 2012) が
既に指摘しているものの, ウィリアムソンと向き合うことで, 過去の分析の
理論的整合性を高めることができる｡ それは, 市場での取引費用の高さに起
因する市場の失敗を回避する制度面での工夫を具現したものである｡ 同時に,
組織の規模拡大に伴う組織内取引費用の増加に起因する組織の失敗を回避す
る制度面での工夫を具現したものでもある｡ 後者は特に系列において顕著と
思われる｡ 部品メーカーと資産特殊性の高い取引を続けていた自動車産業に
おいて, 日本の自動車組立メーカーが, ウィリアムソンの言うハイブリッド
型取引ないしは双務的ガバナンスの一形態である系列取引を通じて内製化率
を低めに維持し, 分業の利益を謳歌する選択をした一方で, 米国自動車組立
メーカーがかつては部品メーカーを次々に買収することで垂直的統合を進め,
内製化率を高めていったのとは, 極めて対照的である｡ この場合, 日本の組
立メーカーは市場の失敗とともに組織の失敗を回避したのに対し, 米国組立
メーカーは市場の失敗は回避したものの, 組織の失敗に躓いたと言えるかも
しれない (Hart, 1995：2933)(17)｡
とりわけ欧米先進国へのキャッチアップ過程における日本は, 未成熟で厚
みのない市場, したがって取引費用の高い市場環境のなかで, ｢後発性の利
益を内部化する｣ (末廣, 2000：59) 過程を圧縮することが急務であり, 市
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場のあるべき機能に依存することなく経済諸制度が発展してきたのではない
か｡ そして, ウィリアムソンの言うハイブリッド型取引が深化するならば,
そこでの取引費用が () から () へと低下していくこともあり得よう｡
とすれば, 図表 3で示した資産の特殊性の度合い () と市場 (), 組織
(企業内) (), そして市場と組織の中間組織的な取引形態とするハイブリッ
ド型 () のそれぞれの取引費用との関係は, 図表 5のように変化する可能
性もあるのではないか｡ そのとき, 深化したハイブリッド型 () は, よ
り広範な資産の特殊性の領域において, 効率的な取引形態となり得る｡ ウィ
リアムソン流に言えば, 日本型諸制度が人間行動の諸特性である機会主義を
少数の取引相手との反復的取引を通じて抑制するとともに, 限定合理性にう
まく対応してきたのかもしれない｡ 日本型諸制度の競争力が発揮された時期
かもしれない｡
 マクミランの市場観
マクミラン (2002)(18) は, 市場の特性を一つの細胞を観察するが如く, 詳
細に描写している｡ 彼は円滑に機能する市場には基本的に五つの要素が備わっ
ていると指摘する｡ それは ｢情報がスムーズに流れること｡ 人々が約束を守
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図表 5 日本型諸制度の深化
出所：Williamson, 1996：108.を一部修正｡


 


ると信頼することができること｡ 競争が促進されていること｡ 財産権が保護
されているが, 過度に保護されていないこと｡ 第三者に対する副作用が抑制
されていること｣ (McMillan, 2002：135. 邦訳 2007：194) である｡ 第三者
に対する副作用とは, 外部不経済を指している｡ 同時に ｢成長のためには,
制度を正しく持つことが必要である｡ これは, 国家が適切な行動を取らなけ
ればならないということである｡ それはまた, 市場がもっともうまくできる
ことは市場に任せるべきだということでもある｡ このためには, 市場システ
ムがうまく設計されなければならない｡ すなわち, 市場の情報が円滑に流れ,
取引関係が発展し, 契約が実効的なものとなり, 財産権が確保され, 害のあ
る外部性がコントロールされ, 競争が促進されるように, 市場設計がなされ
なければならないのである｣ (McMillan, 2002：223. 邦訳 2007：320) とも
述べている｡
マクミランはとりわけ, ｢過去 30年間の経済学における最重要の新しい概
念は, 情報の偏在に関する議論の発展と情報の重要性についての議論の発展
にある｣(19) とのケネス・アロー (Arrow, Kenneth J.) の言葉を引用し, 市
場が円滑に機能するために情報の果たす役割を, 価格表示も商標も広告もな
いモロッコ, マラケシュのバザールにおいて, 経験豊富で機会主義に満ちた
商人に不当な高値を要求されたり, 粗悪品を売りつけられたりしないように
身構えている旅行者の例を挙げて, 次のように強調する｡ ｢情報は市場の血
液である｡ 何がどこで手に入り, 誰がそれを欲しがっているのかという知識
は決定的に重要である｡ 市場を通じて情報が流れないならば, その市場は機
能しない｡ 情報が完全にタダで流れることはほとんどない｡ しかし, よく機
能している市場には, 情報の流れを促進し, したがってマラケシュのバザー
ルの買い物で直面するような問題を解決するようなさまざまなメカニズムが
備わっている｡ われわれは通常そうした仕組みを当然のものとしているので
意識することがないが, 市場が機能不全を起しているときにこうした仕組み
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の不在に気づく｣ (McMillan, 2002：44. 邦訳 2007：62) と述べている｡
情報が円滑に流れることは市場取引が拡大するうえで, 外部経済性を備え
ている｡ したがって, 情報が取引当事者間だけに専有されるならば, 外部効
果は限定的となり, 市場の広がる余地を制約せざるを得ない｡ つまり, 情報
は取引当事者以外の第三者にも安価に提供されることで, 外部効果を高め,
市場の拡大に寄与するのである｡ また, 円滑に機能する市場には, 潜在的取
引相手の信頼性や評判を伝える仕組みも存在するが, とりわけ情報の果たす
役割は大きい｡ 情報がその役割を果たすとき, アカロフ (Akerlof, 1970)
の言う ｢レモン｣ は市場から淘汰され, そのことが市場取引の更なる拡大を
促すのである｡ アマゾンや楽天などの電子商取引サイト利用経験者であれば
分かるように, そこには過去の利用者が購入先やそこで購入した商品につい
て, 忌憚のない, そして時には容赦のない意見を投稿している｡ 売り手ない
しその関係者が投稿している場合もあるかもしれないが, そこでの評価は潜
在的買い手の選択に影響を与えているという｡ 取引当事者だけに情報がとど
まるのではなく, 第三者に無料で開示されることで, 売り手の機会主義は抑
制され, 評判の芳しくない売り手は電子商取引サイトからの撤退を迫られる｡
情報が市場に規律を与えるとともに, 市場の拡大を促進している一例である｡
電子商取引の普及で明らかになったことの一つに, インターネットが今日
のように普及しても, いわゆる ｢一物一価｣ が実現しないことがある｡ 同一
商品であっても価格の分散は大きく, そのことが価格を比較するサイトの存
在理由になっている｡ なぜ価格のばらつきが大きいのか｡ その理由の一つが
評判の存在である｡ 一般に人々が信頼を置く売り手は高い価格を付ける一方
で, そうでない売り手ほど低価格を提示しているという (McMillan, 2002：
4851. 邦訳 2007：6871)｡ それが事実であれば, 良い評判を得ることは収
益拡大につながることになる｡ 勿論, それには評判の良し悪しが取引当事者
間だけに留まるのではなく, 広く市場に伝わることが必要になる｡
政経論叢 第 81巻第 3・4号
330 ( 568 )
以上のマクミランの市場観に照らし合わせると, 日本型諸制度はどのよう
に評価され得るのか｡ 既に何度か指摘しているように, 日本型諸制度の特徴
は系列にしろ, 終身雇用にしろ, メインバンク制にしろ, 売り手と買い手と
の間の継続的な取引を通じて生産, 蓄積, そして共有される情報を取引当事
者自らの資産とし, その資産化された情報を取引当事者間で専有する傾向が
ある｡ 取引費用を低くする仕組みであることは言を待たないが, しかし, そ
れがゆえに, 本来は正の外部性を備えている情報が市場に広く伝播せず, そ
のことが市場の拡大を阻んできたと言えるのでないか｡ 終身雇用は転職市場
の拡大を阻むとともに, 有能な人材の評判を組織内に閉じ込め, 外部労働市
場へのアクセスを難しくしているのかもしれない｡ メインバンク制は直接金
融市場の育成を阻み, 成長力のある企業を資本市場から遠ざけてしまってい
るのかもしれない｡ 系列は技術力のある部品メーカーの評判を内部に閉じ込
め, その部品メーカーが本来享受しても良い収益を過少にしているのかもし
れない｡ 以上はあくまでも仮説に過ぎないが, 日本型諸制度が本来の市場を
矮小化している可能性は無視できないかもしれない｡
3. 技術革新と取引費用
 フラグメンテーション
絶えざる技術革新は取引費用に変化をもたらしている｡ 技術革新の果たす
役割を図表 6のように概念化した (武田, 2002：41)｡ つまり技術革新は一
般に取引費用を下げ, 経済資源の可動性を高め, 市場を拡大し, 分業と特化
を促進し, 競争を激しくする, といった役割を果たしている｡ 近年では情報
通信革命がそうである｡ 情報通信技術の飛躍的進歩は探索可能範囲を地球規
模まで広げるとともに, 探索費用はもとより, 少なくとも交渉費用を下げて
いるのは容易に想像できよう｡
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マクミランは今日の市場は次のように描写
する｡ ｢今日のグローバルな村のバザールは
インターネット上に存在する｡ 世界中のあり
とあらゆる場所にいる人々を瞬時かつ安価に
結びつけるインターネットは, それがなけれ
ばお互いに見つけることのできなかっただろ
う売り手と買い手の間の取引を可能にするこ
とによって, 市場の形態を変えた｡ グローバ
ルな電子商店街にログオンすることにより,
欲しいものはほとんど何でも購入することが
できる｣ (マクミラン, 2007：6)｡ ウィリア
ムソンはかつて取引費用を ｢物理学における
摩擦を経済に置き換えたもの｣ (Williamson, 1985：19) と表現したが, 2000
年の世界経済フォーラムでは, マイクロソフト創業者であるビル・ゲイツ
(Bill Gates) は, いささか誇張気味ではあるが, インターネットが ｢摩擦
のない資本主義 (friction-free capitalism)｣(20) をもたらしたとも述べている｡
21世紀の到来を前にして起きた冷戦終結と社会主義諸国の市場経済への
参入といった体制変化, そして新興国の台頭は, 市場を地球規模にまで拡大
し, 新たな国際分業と特化を可能にし, 競争を更に激しくしている｡ 同時に
そのことがまた, 経済資源の可動性を高め, 取引費用の一層の低下にも繋がっ
ていると考えられる｡ 以上の変化を更に加速している典型例が東・東南アジ
アに展開する電子機器や機械産業であり, 近年, 貿易論や国際経済学の分野
が分析を進めている｡ そのうちの一つが, ジョーンズとカーツコウスキー
(Jones and Kierzkowski, 1990, 2001ab) による国際フラグメンテーション
論である(21)｡ 国際貿易における部品や中間財の貿易拡大が, 従来の貿易理論
に代わる新しい理論を求めているといえよう｡ フラグメンテーションとは,
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図表 6 技術革新による影響
出所：武田, 2002：41.
取 引 費 用 低 下
経済資源の可動性増加
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技 術 革 新
競 争 促 進
分 業 と 特 化 の 促 進
従来は 1企業ないし 1箇所で行なわれていた生産活動が複数の生産ブロック
(production blocks) に分解され, 各生産ブロックそれぞれが最適地に分
散立地していくことを指している｡ 伝統的貿易論では最終生産物に至る全生
産工程が各国の要素賦存比率に従って移動するとしていたが, 今や生産工程
ごと, 更には複数に分解された生産ブロックごとに最適地を求めていくため,
国境をまたいでそれぞれの国が, 更にはそれぞれの国の受託企業が比較優位
に従って特定の生産工程なり特定の生産ブロックに特化し, 分業の利益を追
求するのである｡ その結果, 多国間, そして多企業間にまたがる生産工程の
間を部品・中間財が繰り返し移動することになる｡
何がフラグメンテーションを可能にしているのか｡ それは, ジョーンズと
カーツコウスキーがサービス・リンク・コストと呼ぶ, 通信・輸送費用, 相
手国の文化・法律の知識, 船積み時期の信頼性, 各国の規制措置などが規定
する費用であり, 取引費用とほぼ同義語と考えて良い｡ その取引費用が情報
通信をはじめとする技術革新, 外部委託を可能にする部品のモジュール化の
進展, 輸送手段の発展, 自由化の進展などにより大幅に低下したことが, フ
ラグメンテーションの展開を可能にしているのである (Jones and
Kierzkowski, 2001a)｡
図表 7は, フラグメンテーションが生産費用を低下させることを示してい
る｡ 一貫生産の場合は, ここでは固定費用として想定されるサービス・リン
ク・コストは発生せず (), その場合の総費用曲線は原点を通る
で表されている｡ フラグメンテーションが進み, 生産ブロックが二つ
に分解される場合の総費用曲線は, 三つに分解される場合はで表さ
れており, 分解される生産ブロック数が増えるほど, 部品や中間財の移動費
用が高まるため, 固定費用としてのサービス・リンク・コストが高くなるこ
とが想定されている (  )｡ その一方で, フラグメンテーショ
ンの進展が比較優位に基づいた生産ブロックごとの分業を促進することで限
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界費用を低くしていることも読み取れるであろう (  )｡
以上のケースで, フラグメンテーションはどのように進むのか｡ 生産量が
との間では一貫生産が合理的な生産になるが, 生産量がの間ま
で増えると, サービス・リンク・コストが高まるものの, 生産ブロックを二
つに分解することが合理的となる｡ 生産量がを上回るならば, 今度は生
産ブロックを三つに分解することが合理的となる｡ それはフラグメンテーショ
ンが進むにつれ, 平均費用が低下 (  ) するからである｡
加えて, 輸送コストの低下, 情報通信技術の革新, 様々な分野における経済
の自由化や規制緩和などがサービス・リンク・コストを引き下げており, そ
のことが更なるフラグメンテーションの進展を促進することは言うまでもな
いであろう｡
 アグロメレーション
フラグメンテーションが進展する一方で, 分散したそれぞれの生産ブロッ
ク生産拠点では逆方向の動きとして, アグロメレーションと呼ばれる, 集積
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図表 7 フラグメンテーションと生産費用
出所：Jones and Kierzkowski, 2001a：25
木村, 2004：82を参考に一部修正｡
 

  
  
  


生産量
も観察されている｡ 中国華南でのコピー機・プリンター製造の集積, 同じく
中国広東省中部の東莞市での台湾系コンピュータ製造企業の集積, タイ東部
臨海工業地帯における自動車製造の集積などが顕著な例である｡ 集積あるい
は産業集積とは, 規模の経済性を国際貿易論に組み込んだ概念であるが, 今
や空間経済学という新しい分野を開拓している(22)｡
図表 8は, 一企業内の生産活動であれ, 複数の企業にまたがる受託生産の
場合であれ, 集中立地による一種の規模の経済性が生産費用を低下させるこ
とを示している｡ 集中立地は固定費用の増加を招くものの ( ),
生産量が一定量 () を上回れば, 一種の規模の経済性が働き, 平均費用
が分散立地の場合に比べて低くなることを示している｡ 注目すべき点は, 集
積の利益が存在する場合には, 技術格差や要素賦存比率といった初期条件と
は無関係に, 集積地が形成されることである｡ 複数均衡の状態である｡ その
結果, 政策的に集積地を創ることができれば, 集積の利益が機能し, 一大集
積地に育つ可能性も否定できないのである｡
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図表 8 アグロメレーションと生産費用
出所：木村, 2004：85を参考に一部修正｡


 生産量
生
産
費
用
：集中立地が行なわれる場合
：集中立地が行なわれない場合


 取引費用の低下と日本型諸制度
以上のようなグローバル化の進展は, 取引費用の低下が可能にしていると
解釈されるが, そのことは日本型経済諸制度にいかなる影響を与え得るのか｡
取引費用がサービス・リンク・コストのように固定費用か否かは別にしても,
既述の通り, 仮に市場での取引費用あるいはサービス・リンク・コストが実
際に低下しているとすれば, それはやはり効率的な資源配分のあり方に変化
を及ぼさざるを得ない｡ 図表 9は先の図表 1にグローバル化の進展に伴い想
定される新たな市場取引費用を加えている｡ 拙稿 (2012) では取り扱ってい
なかったフラグメンテーションなりアグロメレーションの概念が, そこには
加わっている｡ 下向きの矢印が示すような市場での取引費用の低下により,
図表 9では明示していないが, 総取引費用も低下し, 企業の最適規模はより
小さくなる (左向きの矢印で示される) と予想される｡ つまり市場からの調
達をより増やすとともに, フラグメンテーション, あるいはアグロメレーショ
ンを進めることで, 組織内での取引をより少なくすることが取引費用の節約
に繋がることを示唆しているのである｡ それは同時に, 市場取引の拡大を意
味するのである｡
政経論叢 第 81巻第 3・4号
336 ( 574 )
図表 9 グローバル化の進展による影響
出所：菊澤, 2006：18を参考に筆者作成｡
更に先の図表 3を用いて, 資産特殊性と取引費用の新たな関係を探ってみ
よう｡ 図表 10では, 図表 3と同じ仮定の下, 資産の特殊性に対する市場で
の取引費用を下方にシフトさせている｡  がグローバル化の進
展に伴う市場での取引費用の低下を表している｡ の下方シフトは市場を
通じた取引が有利となる範囲を資産特殊性が中程度の領域にまで拡大し, ハ
イブリッド型と組織内取引費用が一定の下, 系列などのハイブリッド型取引
が有利となる領域を狭めることに繋がるのである｡ モジュール化の進展が資
産の特殊性を低下させていることも, 忘れてはならない｡
仮に以上のような事態が実際に起きているのであれば, 拙稿 (2012) が指
摘した以上に, 日本型諸制度の優位性は低下し, 新たな制度的枠組を構築し
ていく必要性がより大きくなろう｡ フラグメンテーションやアグロメレーショ
ンを考慮すれば, 取引費用の低下は一層大きくなるからである｡ そうであれ
ば, 新たな制度的枠組みは従来よりも市場取引に重きを置く制度ということ
になる｡ ウィリアムソンは環境的諸要因の変化と, それによって影響を受け
る人間行動の諸特性に合わせて, 取引の形態を見直す必要性を以下のように
強調する(23)｡ 拙稿 (2012) と同じく, ここで引用したい｡
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図表 10 変化する資産特殊性と取引費用との関係
出所：Williamson, 1996：108.を参考に筆者作成｡
｢最初に取引を企業内部でおこなうことが択ばれたにせよ, あるいは市
場を介しておこなうことが択ばれたにせよ, この選択を固定的なものと
みなすべきではない｡ 企業も市場もときがたてば変わるのであり, 企業
ないし市場に対する取引の最初の割当てが不適切になるかもしれない｡
問題としている取引にともなう不確実性が減少することもありうる｡ 市
場が成長して多数の供給者を存続させることができるようになることも
ありうる｡ また, 当事者間の情報上の非対称性も, しばしば縮小する｡
それにまた, 情報処理技術の変化がおこって, 限定された合理性のもつ
諸限界があてはまるらなく程度が改まり, 最初に択ばれたのとはちがっ
たふうに諸活動を市場と階層組織に割り当てることが適切となるかもし
れない｡ したがって, 取引を他の形態ではなくある特定の形態で完遂す
ることの効率性を, 周期的に評価する必要があるのである｣
(Williamson, 1975：10)(24)｡
むすびにかえて
本稿は, コース, ウィリアムソンと続く取引費用節約原理の考え方を振り
返りつつ, 再び, その知見を日本型経済諸制度に当てはめることで, 日本型
諸制度が優位性を失いつつあることの説明を試みたものである｡ マクミラン
の市場観とフラグメンテーション論, あるいはアグロメレーション論という
異なる視点から, 拙稿 (2012) が先に提起した仮説の妥当性に検討を加えて
みた｡ 本稿においても, コース, ウィリアムソンの取引費用節約原理の考え
方とその応用は, 日本型諸制度が現在ではなぜ機能しなくなっているのかを
明らかにするうえで, 重要な示唆を与えてくれたのではないか｡ ただし, 以
上の仮説を如何にして実証するかという大きな問題が依然として残っている
ことは否定できない｡ この点が今後の大きな課題であることは間違いない｡
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( 1 ) Coase (1937). 同論文は Coase (1988：3355) でも再掲載されている｡
( 2 ) Williamson (1975：1) での原文は “new institutional economics”｡ 浅沼,
岩崎訳 『市場と企業組織』 5頁では ｢新しい制度の経済学｣ と翻訳されている｡
ウィリアムソンはミクロ経済学に依拠し, 伝統的な分析を補完することを目指
す制度派経済学を ｢新しい制度の経済学｣, あるいは後の ｢新｣ 制度派経済学
と命名することで, 結果として, ヴェブレン (Thorstein Weblen) を始祖と
する従来の制度派経済学に ｢旧｣ の冠を与えたことになる｡ ただし, 新旧制度
経済学について必ずしも統一的な見方があるわけではない｡ 宮澤 (1988：34)
は制度派をあえて三つの立場に分類している｡ 第一が, ヴェブレン流の新古典
派批判を引き継ぐ型とその周辺｡ コモンズ, ミッチェルの他, ミュルダールや
ガルブレイスを含む｡ 第二が, 第一とは逆に, 伝統的価格理論を経済以外の局
面にも拡張, 応用する立場｡ ベッカー, ボズナー, ブキャナン, タロックなど
を挙げる｡ 第三が, 第一と第二の両者に接点を求める折衷型ないし連立型とし,
コース, ウィリアムソンを挙げている｡
( 3 ) 邦訳はマクミラン (2007) を参照｡ 引用箇所は邦訳版を用いた｡
( 4 ) 小売, 卸売, 広告, 保険, 金融産業が米国 GNPに占める割合については,
Spulber (1996) を参照｡
( 5 ) Coase (1988：38) でも掲載 (前掲 『企業・市場・法』 44頁)｡
( 6 ) Yeager (1999：2627). (青山訳 『新制度派経済学入門』 35頁)｡
( 7 ) 菊澤 (2006：18)｡ なお, 図表 1左下の ｢100％ 市場取引｣ は菊澤 (2006：
18) では ｢0％ 市場取引｣ と表記されているが, 明らかな誤植である｡ 図表 1
ではその部分を ｢100％ 市場取引｣ と修正している｡ 尚, 菊澤 (2006：19) も
指摘しているが, 企業の最適規模は市場取引費用曲線と組織内取引費用曲線の
交点ではなく, 両曲線の接線の傾きの絶対値が等しくなる点で表される｡
( 8 ) 磯谷 (2007：161)｡ 同文献はコース, ウィリアムソン以後の新制度派経済学
についても簡明にまとめている｡
( 9 ) Leibenstein (1976, 1977) は, 組織の肥大化と競争の欠如は労働モラール
を低下させ, X非効率性を発生させると考えた｡
(10) Williamson (1975：26). (前掲 『市場と企業組織』 44頁)｡
(11) Ibid., 25. (前掲 『市場と企業組織』 42頁)｡
(12) Simon (1957：198). ルビは原文のまま｡
(13) Simon (1961：xxiv). ルビは原文のまま｡
(14) Williamson (1975：40). (前掲 『市場と企業組織』 65頁)｡
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《注》
(15) 図表 3では, それぞれの取引費用に影響を与え得る資産特殊性以外の取引の
不確実性や頻度を含むその他の要因を外生変数として一定, 調達量ないし生産
量も一定と見なすとともに, 資産特殊性 () がゼロの場合の取引費用を
  , 導関数を   と仮定して
いる｡ Williamson (1996：106108) を参照せよ｡
(16) 図表 7は, 取引される資産の特殊性の度合いと取引の頻度に応じて, ウィリ
アムソンが取引費用の節約との観点から導いた複数の取引形態を示している
(Williamson, 1985：79)｡ 取引される資産の特殊性が低いほど, 取引相手の機
会主義に晒される危険が少なくなるため, 取引頻度に拘わらず, スポット的契
約 (図表 7では古典派的契約と命名されている) が効率的になる｡ 反対に取引
される資産の特殊性が高いほど, 潜在的取引相手が少数となり, 機会主義を招
きやすくなる｡ 潜在的取引相手にすれば, 汎用性の低い資産を設置しなければ
ならないほど, 取引が中止になった場合の埋没費用は高まり, 安定的かつ継続
的な取引を明示的に保証する契約を求める必要が高まり, 取引費用節約のため
に, 潜在的取引相手を垂直統合するといった統合的ガバナンスも選択肢となる｡
資産の特殊性がそこまで高くはなく中間的であれば, 取引頻度の増加とともに,
取引当事者間で何らかの関係性が生じる可能性がある (双務的ガバナンス)｡
ただし取引頻度が少ないと, 機会主義が横行し, 市場ないし取引当事者間で解
決策を見出せない場合が生じるかもしれない｡ その場合には, 司法を含む第三
者の仲介と調停を制度化した取引形態が必要となる｡ こうした取引形態を, ウィ
リアムソンは第三者的ガバナンスと名付けている (Williamson, 1985：7278)｡
(17) Hart (1995：2933) では, 米国で 1920年代に発生したゼネラル・モーター
ズ社 (GM) と GMに車体を供給していたフィッシャー・ボディー社との間の
交渉が頓挫し, 結局, GMが買収し, フィッシャーボディー社の事業を統合し
ていく過程が示されている｡
(18) 邦訳はマクミラン (2007)｡ 引用箇所は邦訳版を用いた｡
(19) アローの発言は次で取り上げられた｡ Saffran, Bernard (2000). “Recom-
mendations for Further Reading,” Journal of Economic Perspectives, 14(3)：
233240.
(20) 2000年, オーストラリア, メルボルンで行なわれた世界経済フォーラムで
の講演において｡ New Zealand Herald, September 12, 2000.
(21) 木村 (2004：8083), 末永, 渡辺 (2012：3740) が簡潔にまとめている｡
(22) 空間経済学については Krugman, Paul (1995). Development, Geography,
and Economic Theory, The MIT Press.を参照せよ｡ アグロメレーション論
については木村 (2004：8486) が簡潔にまとめている｡
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(23) ただし, フラグメンテーションとアグロメレーションが果たして市場取引に
分類されるのかとの根本的疑問も生じる｡ 勿論, 市場取引とハイブリッド取引
の境界線はそれほど明確ではないが, 通常, 市場取引は 1.取引が単発的で継
続性がないこと (非継続性), 2.取引相手が不特定であること (匿名性), 3.取
引相手が多数であること (多数性), のように概念化されるのに対して, 日本
型諸制度は, 市場取引とは反対に, 1.取引に継続性がある (継続性), 2.取引
相手が特定されている (非匿名性), 3.取引相手が少数であること (少数性)
と見なされている (武田, 2002：3334)｡ フラグメンテーションにしても, ア
グロメレーションにしても, 国境をまたぐ複数企業間の取引であり, 標準的で
納期の厳しくない部品などについてはネット検索により最安値の調達先を選ぶ
市場取引的要素が増えていても, 基幹部品を含む生産ブロックは少数の特定企
業と継続的取引を行なう傾向がある｡ したがって, フラグメンテーションとア
グロメレーションを市場取引と呼ぶよりは, 国境をまたぐ, より細分化された,
従来の日本型諸制度とは異なる新たなハイブリッド取引と考えることもできる
かもしれない｡ とすれば, 取引費用の低下は市場取引の優位性を高めると同時
に, 新たなハイブリッド取引の優位性をも高めていると推測される｡ いずれに
しても取引費用は企業という組織の最適規模を小さくするので, より多くの取
引が組織外に出されると考える｡ また, この点に関連して, 木下 (2006：15)
は, 経済学が市場取引の一般的概念として B to C取引を想定しているのに対
し, ウィリアムソンはそこに本来継続性の高い B to B取引を加えることで, B
to Cと B to B取引とを混在させてしまっている趣旨の指摘をしている｡
(24) Williamson (1975：10). (前掲 『市場と企業組織』 19頁)｡
Akerlof, George A. (1970). “The Market for ‘Lemons’ : Quality, Uncertainty,
and the Market Mechanism.” Quarterly Journal of Economics 84：488500.
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